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戦後資本議の物価髄によせて〔1〕

は　し　が　き

安　　部　　一　　成

戦後の主要な資本犠国鮒る物価動向のなかから・次の二つの特徴点を

　　躰の卸勲価は、その振㈱そう大きいものではないが・

特罵贈孫諜瓢篇後の物麟物朧そのもの

①わが国の備後退」購ける卸売物騰の下落の程度は・次第に小さくなろう

お　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 カ、なりをiikっ

魏雌撒麟とも髄がらも趨勢的に蔽謙餉を保
ってきたようである。
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　32年4月～33年9月
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持続期間（月）
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ぽ18窪繍灘翻鞭一年・・脇つ一力

で鵬1鍵欝翻も卸売物価の下方贈鋤られようとしているの・

振幅（マイナス％）

　　7．1

　　9．3

　　3．2

　　4．1

　　　　う・について

淫：認鵬禦舞翻購簾？短舗1糊雛；
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年のそれぞれにおける価格低落率は0・3％・3・5％と小さいものであり・持続期

司も相対的に短いものであった。その限りでは・独占の成立以前と以後におい

て、価格面にあらわれた構造的変化を読みとることも可能であろう。しかし・

それに続く時点、1920～21年、1929～32年では、価格低落率が36．8％（年平均

も36．8％）、320％（年平均10．7％）といちぢるしく大きいものであった。①

もし、われわれが独占的企業の行動のみをもって事態の推移を説明しようとい

うのであれぽ、19世紀初頭から30年間の期間中において「独占度」は低下した

といわなけれぽならないこととなる。さらに1948～49年、1953～54年の価格低

落率は小さく、1957～58年、1960～61年では・価格が徴騰しているという戦後

の事実に対しては、「独占度」が再び上昇したという理由がつけられなければ

ならないとことになる。
　アメリカについての「独占度」一すなわち生産の集中なり資本の集中一の推

移については、いろいろな意見が出されている。19世紀末から20世紀の初めに

かけての広汎な合併運動にともなって、市場構造にある種の変化が起こったと

いう事実を否定する人は少い。意見の対立は、むしろその後の経過に関するも

のである。あるいは「独占」的なセクターの経済全体に占める比重についてで

ある。「独占度」が低下傾向にあったという見解は、それ程大きな説得力をも

っているとはいえない。むしろ「独占度」はあまり変化しなかったという見解

が支配的なものといえよう。このように意見が異なる理由の；つとして・「独占

度」の計測の方法がまちまちであるという点があげられよう。われわれの目的

は、アメリカの実証にあるわげではないから・さわめて概括的な把握で十分で

ある。そのために、次のような断片的なデータをもって、大体の判断の資料と

するにとどめることにする。

（1）少数の大企業による資産集中度は・経済力の一般的な支配・集中の程度を

　表現するもっとも中心的な指標として位置づけられるものと思われるが・上

　位100社による資産集中度は・この50年間において上昇している（1909年＝

　17．7％、1935年＝28．0％、1958年・＝29・8％）・　さらにまた・このトップ゜ク

　　ラスに属する大企業が固定化しようとしている。②生産額・付加価値・労

　働者数を指標とする集中度も・この間に低下しているとはみなしがたい。む

　しろ、その速度は早いものではないとしても、上昇傾向にある。

②　それぞれの生産部門における市場集中度の推移については・はっきりした

　資料をもち合わせていない。ただシロス・ラピニーによって計測されている

　　ところの主要な生産部門（鉄鋼、石油・電気機械・造船）における労働者数
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　　驚辞顯勤藤ら鷹徽惚間監鰹慧

姦糠謝嬬黎聖し・て・合併齢復活し・それ

読讐撫警繍格の騰向を「鰍インフレーシ・ソ」

鷺躍烈駅難こよつて診e・HL｝］することはきわめて困難であ
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　をもって、100社以外の企業が支配されている事実、さらには100社の巨大企業間の

　金融的結合がまったく考慮に入れられてはいないからである。
③P．S，1・s－L・bi・i・Olig・p・1・　・nd　T・・h・i・al・P・・gre∬・1962におけるアペンデ

④

　問題点」一経済研究、第16巻第1号1965年1月を参照のこと。　　　　’
⑤G．C．　Mea・・、P・i・i・g　P・”・r・nd　・h・　P・blic　interest・　1961・伊藤長正他訳

　pp．60～63．

　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　1957～58年において、生産指数は15％の低落を見たにもかかわらず，総体的

な卸売物価指数に反映されているかぎりでは、卸売価格が微騰したという現実

こ直面して、主としてマ・レク雁済学者の間におし・て・この局面をどう評価

し、位置づけるかについ硯解が対立した・その一つは・1957年から58年にか

けて価櫛・低落しなかったこと鯉由に・この局面を循環性恐慌槻定すべき

ではないという見解である。これに対するものとしては、価格の低落をもって

循環性恐慌のメルクv一クとする教方es・産業資本蟻段階ならともかくと

して、今日の資本SXの蝦段階にそのまま適用することはできないという考

え方である。どちらかといえぽ・われわれも後者の立場をとっていた・

　前者の見解によれぽ、たとえ独占体の市場支配力が強ガなものであったとし

ても、需要が十分に減少すれば、価格の低落は不可避的なものとなるから、

57～58年においては、循環性恐慌を引き起こす条件がなお成熟していなかった

ということになる．①アメリカでは・・903～04年の「恐慌」時点におし’て

も、価格のわずかな騰貴現象を経験してし・るという事実を・ここでは問わない

ことにし。う。これらの論者は、国家独占資本主x段脚こおける成長と循環の

様式にある一定の変容を認めながらも、恐慌確定のメルクマークについては、

従来の方式をそのまま用いようとしている点に、問題があるように思われてな

らない。ただ、1957～58年では、恐慌をもたらす穆の需要の減少が現われなか

ったという認識については、それを恐慌時点の確定と結びつけることは正しく

はないとはいえ、そのなかUlz．・1・kわれわれが考慮しなけれぽならない事実が含ま

れている．それは、価格を下方噸直的セこ繍しようとする寡占体の行動を積

極的に支える条件が存在していたということである。

　　ここで、われわれがいおうとしていることは、卸売物価に現われている強い

下方硬直性を理解するためには、総貨幣需要が大幅に減少しないですんだとい
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うもう一つの輔楯過してはならないという点である・アメリカでは、臨

のように設搬資の伸長率は・2％を大きく上回ることはできなかったしヵ、

し・糖拙と財政支出とを臓たものは・比較的一徽速殿もって伸びて
きた・だから・設轍資も旧本におけるように讃本財内部におけるし、おゆ、

る配闘的巌轍麹占める腫は・」・さく・最終額醗的雄協も．
たもの漱きな割合を占めていたも曙佳定することができる．そしてこの

ことが成長職低位にとどめた主要な原因をなしているといえなし・こともな

い。それはそれとして、　　　　　　　　　　　　「景気後退」局面において・需要の減少を抑制できて

いること、このことが価格の下方硬直性を支える積極的な条件をなしてし、るこ

とは否定できない・なかでも・臥7肖厳出醐少しなかったこともさること

ながら・景気魏期中に・赤字財政のもとで財政支出縞位に保つことができ

たことは　　　　・きわめて腰な酉濾額とし・わ鮒れウ甑らなし・。・95・年以来63年

まで財政支出が黒字を記鍬た年度はわずか4ケ年にすぎなし・．その・4年間1，こ

おける赤字累計は・476億ド・レに及んでし・る・そして、それとの関連で、終軌

に先立つ嚇（1943～45年）におし・て・年5・・億ド・レ以上、累計・，63・億円燵

す赫字醗生し・それにともなって通貨発行高が耀的に鰍したとし、鶏

実もtlE　Hされてよい・②戦衡こおけ赫字公債の多くが賄鰍機関の手持過、

剰飴によって殊され・このことによって、通貨発行量の増大がもたらされ

たとはいえないとしても・ただ額雛持することが焼た基底艦㈱的条
件として・弾力的な通貨の供給を可能にした管騒貨体制鍾視しなければな

らなし’・この点が・1929～32年の恐慌一一不況局面と根本的に異った情況である

と考えられる・たとえだ…　クスは、一りいっている。③「私は、1927～9

年の実物的ブ・一　Aが・いやしくも例外的なブームであると叛る何か＋分鯉

由が存在するとは見ていない・一’・’・…しかしスランプ晒めて例外的1，こ鞍定で

ある貨幣的状況にぶD．かった。この不安定性の主要な原因は、1928～9年にニ

ュ”ヨークに起こった純織こ表面上の投機的過剰拡張ではなかった。その根底

は・はるかに深く根ざしていた。世界の貨幣体系は、1914～8年の戦争後に起

こった貨幣所得の水準の変化に決して十分には適応していなかった。それは賃

金単位で表現して極端に不十分であった金供給でやっていこうとしていた」

と。いわば・貨幣所得総額／金存在額があまりにも高い水準に達したことにお

いて表現される貨幣的不均衡これこそ1929年から32年にかけての例外的なス

ランプを引き起こした根本的な原因をなしているというわけである。われわれ

は、いまここでこのピックスの考え方を検討するつもりはない。ただわれわれ
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と共通していることは、たとえそれが完全なものではないにしても・少くとも

国内的には通貨を管理しうる条件がつくり出されたこと、この点が有効需要を

佳持することを可能にした戦後的な基底条件をなしているのではないかという

点である。

　しかし、後で述べるように、価格の下方硬直性を支えてきた条件そのもの

が、経済の自律的な発展力を制限するよう否定的な作用をもっていること、す

よわち、成長率の短期循環的な変動、それを通しての低い趨勢成長率という形

で表現されている特異な成長方式を実現せしめるに至った根源的な理由をなし

ているという面も看過されてよいものではない。

以上において、われわれは、総需要が維持されてきたことが、価格の下方硬

直性をもたらすに至った一つの主要な条件をなしているということをいったの

であって、アメリカにおける卸売価格の徴騰傾向の原因を、すべて需要側が増

大しすぎたことに帰着せしめようとするものではない。よくいわれているよう

一、アメリカにおいては、潜在的生産能力と現実産出高との間には、ギャップ

が存在している。ある計測によれぽ、1956年以降のギャップは・1930年代を除

けぽ、1920年以来最高のものといわれている。もちろん・その背離iの度合い

1］、1930年代に比べれぽ、はるかに小さいものと見られている。④しかし、そ

の程度は別としても、生産能力と現実産出高との間にギャップが存在するかぎ

りにおいては、言葉の厳密な意味での超過需要に起因する価格騰貴が発生する

llT能性は小さいように考えられる。ここから、アメリカの卸売価格の徴騰現象

よ、いわゆる「デマソド・プル」にもとつくものとはいえないであろうQただ

次の三点だけは指摘しておく必要があろう。

　第一点　ここでいうギャップは、資本家的企業の行動にもとついて可変的な

ものである。というのは、もし生産能力の計画的利用度が低く設定されれば、

生産能力はそれだけ低く見積られ、資本家的企業にとっての需要超過点は引き

下げられるというような事態が起こりうるからである。

　第二点　たとえ総需要rf｝　一一定に保たれている状況のもとでも、ある部門に対

して超過需要が発生するように需要構成が変動すれば、その部門の価格は騰貴

する。その結果として、需要が減少した部門の価格が、下方に対して硬直的な

性向をもっておれぽ、全体としての平均価格は引き上げられることになる。

　第三点　現実の産出高水準が能力産出高を下回っていても、あるいは現実の

利用度が資本家的企業の目指す計画的な利用度以下の場合においても、需要が

増大している条件のもとでは、その需要の拡大の一部分を価格の引き上げによ
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って吸収することが可能である・楊闘する鮎的支醐の強い部門にお

ては濡要が低い割合においてであれ・継続して増加しているような情況の

とでは・このような衝がとられやすいしぽたこれまでもしばしばとられ

きたという事実を無視することはできない。

％1霧罪雛講講臨警貴灘赫鱗讐た霧露

②義二繕譲呈義鎗雛認合一郎「現代資糠と物騰」（吉田

③弘1灘i翻28欝励π励丁吻・f・h・　T・・d・　C・・1・　・949・古谷

　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

　　ここで・以上のようなわれ棟の考妨に対して、r価値謝こたちかえって

その糊から出㈱さないかぎり覗代物価の糊は徒労に終わらさるを燃

い」という方齢的視触とってし・る岡橋保教授から畝のよう蹴判が提起

されているo①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　「鮎価格の価働上へのつり上げが、非独占商品の価商下落によつて

相殺さ績かったとして・搬商品儲総額の価値繍以上への獺が生じ

　　うるためにはb　’Z一のよう姉場騰姓産醗以上に騰貴させ硬因が搬

商品の側にのみ作肌て・その対極にある貨舗品金の側にどうして作肌

ないか棚きらかにしないかぎり・その物価騰貴の下方髄性は一時的なも

のというほかなく・やがてそのうちeこ物価は下落して、その循環性曝露す

　るにいたるであろう」

この批判について・わ勧れは畝のような疑問をもっている．第＿に、経

済㈱のなかで量的にも高い腫を占めようとしている鮎体が、儲を下方

鞭直化させようとする行軌あるいウ畑格の安定をその第一次的腰として

ではないとしても・副次的腰として設定し・その実現をはかろうとしている

行動が・㈱的に鰭せしめられ・そしてそれ轍策的に保謎れようとして

し’る事実を・どのように位置づけられてL・るのかという点である．われわれの

見るところでは融撫・この鞍妊当に評価されてはいないようである。

」
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二に、ここでいわれている「循環性」とは、価格の低落をともなった循環性

慌のような現象を指しているものと思われる。だから、われわれのような分

方式一教授によって「市場価格論的接近方法」と呼ぼれているようなもの一

よってとらえられるような市場価格の生産価格からの背離は、一時的、経過

なものであって、固定化するようなことはありえないというのが、教授がい

れようとしたところのものである．綴も主とし戯後のア・リカ儲を念　：

気に置いておられる。アメリカ経済の現実が、市場価格の生産価格からの背反

して特徴づけることができるかどうかについて・われわれは前節におけるア

リカの情況把握をもととして疑わしく思ってし・る・いまそのことを問わない

のとすれぽ、事情の如何によっては、すなわち総需要の激烈な減少が発生す

れぽ、総体的な価格の下落をと献・った恐慌が起こる可能性までを否定し去ろ

とすることは正しくはないと、われわれは考えている・われわれの分析方式

をもってすれぽ、価格の低下を阻むことができるかどうかは、独占体の行動様

式を与えられたものとすれぽ、総需要を維持できる条件が存在するかとうかに

、かっているわけである。そして、こ才tまでのア・リカ繍においては・それ

院全なもので瞼いとしても、価格を下方噸直的に糸舗しようとする鮎

本の行動を支えるだけの条件が満たされていたと理解すべきなのである。この

ような見方は、いったといのような点で、現実を歪曲したとらえ方と判断され

る懲ご齢矯瓢翻恭マ＿経済輪いては、そ
れと価値法則との関連が必らず基本的な問題となる。たとえぽ、戦前のマルク

ス派経済学による独占価格理論を代表するものとしての周知のセレブリヤーコ

フは、次のようにいっている○②
　　「独占が価値法則及び生産価格法貝ilにもたらす修正は・すべてこの法則を

毫も排除するものではなく、それらのよりし・っそうの発馳意味する・…°

価値は依然として独占価格に対する真の搬的な限界枕している・価格総

額睦穎本主鵜代においても、帝国蟻の条件のもとにおいても・価値

　総額の枠で制限されている」
　このセレブリヤーコフの考え方をいい直してみると、こうなる。独占体が、

その価格を価値以上に引き上げれば、そこには独占的な超過利潤が生れる。し

かし、この超過利潤は融会的に見れば、他部門で生産された価値ま掴ま剰余

価値から擁されたものであるから、多ド鮎舗（あるいは・㈱「独占劇

の欄醜低い部門）の価値以下に切り下げら紘ければならない・独占商品

’
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的難薦1聾灌鷺欝荻灘灘こ纏欝
上げると・生鹸の上昇を通して・非独鏑占凸の価鰭貴がもたらされるとし、

謂麗舗2跨態垂ご゜「繍総濃報犠耀鮎饗螺鱒轡

騨繋で制限さ撫る」という認識とは・どう両立せしめら禰で

　　ところで・アメリカにおいては・・953範基準とすれば、翻櫨、蝶業

生産指数との組給わせにもとづし・て計算しうる鯛内での労醗産性は、

62年におし’て136となる（遊休設∬箭の灘化撒とし・う駿を穂に入編と、

このような計鄭・労醗灘の上昇率に対する正繊評価を誠るものでな
し’ことはし’うまでもない）・生産貝オ（添字・をもってあらわす）と消費財（添

字2をもってあらわす）のそれぞfr・－Pt位の在髄（P’）は

　　　　　　　　P1’＝P1／c1十al

　　　　　　　　P2’＝Pltc2十a2

となる・cは・生産財騰であるから・P・’・は「過去労剛を示すものであ

る・aは・労働騰であり・「難労剛をあらわしている．したがって

　　　　　　　　P・’一・i美1

からc・醐殺的に動かないカ・ぎり・P・’は…に比飢て儲する．P、’が下落

し・消費財部門におし・ても・労働生灘の上昇にともなって、。，が引き下げら

れ楓c・湘殺的剛かなし・カ・ぎりにおし・ては、P21は儲する．わ勧れの

判断においては潰本蟻のもとでの技術鞠、あるい雌莇法の改良はc

の上昇をともなうものであったとしても・そのことによって、，aの下落にもと

低水靴㈱されているとはいえ・ともかく蠣蛙性が上昇しているかぎり・

において・　・lk産財・消蜘の・したがってまたこの両者を平均し鵬合嫡品
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単位当り価値は下落趨勢にあったと見るべきである。にもかかわらず・価格は

この間に約9％上昇している。したがって、価格は価値からかなり大幅に背離

してきたといわなければならない。

　上述のような観測がほぼ真実を伝えてくれるというのであれぽ・二つの解釈

が成立するのではないかと思われる。第一一は、独占価格の価値以上への吊り上

げが、非独占商品価格の価値以下への低下によって相殺されるというようなこ

とが起こらなかったのは、総価格＝総価値という命題が、独占の支配的な段階

においては修正されなくてはならないという見方である。もっとも・これに対

して、総価額が総価値を越える部分は、貿易を通して、他国（たとえぽ植民

地）で生産された価値が移転されたものと理解すべきであるという見方が提起

されよう。われわれは、先進的独占資本主義国が、特に未開発国との不等価交

換を通して、超過利潤を獲i得しようとしているという現実を無視するつもりは

ない。しかし、独占段階の価格運動の本質を究めようとする場合に、このよう

なとらえ方がとれ程積極的な意味をもちうるといいうるのであろうか。⑤第二

の解釈は、ここでいう価格は、市場価格であって、価格の価値からの背離現象

は、過剰需要にもとついて市場価格が価値を上回ったことによるというもので

ある。しかし、少くとも、アメリカについては、このような解釈が適用される

余地は、そう大きいものではない。

①　岡橋保「現代物価論の問題点」　（金融学会報告第XX集1964年に集録）。なおそ

　の詳細は、「現在物価論の問題点一方法論的批判」　（バンキング、194号、1964年

　5月）参照のこと。
②　ヴェ・セレブリヤーコフ「独占資本と物価」　（堀江邑一、国迫政夫訳）。

③そのもっとも平易な、したがってまた問題点の多い解説として、越村信三郎編；

　最近の独占研究、第6章「独占理論」の展開がある。
④この点について、玉垣良典氏は、「独占価格による一般物価水準の上昇といわれ

　るものの理論的性格は、市場価格次元でとらえられたそれであるのか、それとも独

　占価格機構の形成による価格標準の自律的変化（切下げ）を意味するものであるの

　か。この点に関する彼の説明は、まことにあいまいだといわねばならない」とセレ

　ブリヤーコフを批判されている。　（玉垣良典「現代物価と景気循環」一今井則義

　編：現代日本資本主義の物価問題）。本文中において指摘しておいたように、玉垣

　氏のいわれるとおりである。セレブリヤーコフによる独占価格の上昇→一一一nc・物価水

　準の騰貴の説明から判断するかぎり、当然後者に落ちつくのではないだろうか。

⑤セレブリヤーコフは、この点と関連して、こういっている。「（列強の対植民地

　との）不等価交換は次の点に存する。すなわち、植民地に対する独占的支配は、通

　常本国において販売される植民地生産物の価格はこれをその価値以下に引き下げる

　が、植民地において販売される本国生産物の価格はこれを価値以上に吊t：げるとい
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クスの意図に完全にRPJ・iLSi：したものであるとみなされてきたのである．し

で必勧楓こ嚥形隠特にその形式的な処理にまつわる蘭
扱うつもりはない・ただ・一つし・っておきたいことは瀬形を形式的な

いて完結させるため畷定される諸条件カミ、どのよう鰹済的な甜を

るのかという点が泌らずし棚きらカ・にされていなし、とし、うことで

「価値法則は生繭格を離する」という考え施締値一総生産価
うテーゼにおいて集約はうとする試みが現われるにし、たったことO，こ

は’マルクスそのものに績任がある（というよりは、マルクスが「資

を自らの手で書き上げることができなかったことにといっ妨が、よし、

ている視角をもってするより以上の類的嫉近を可能にするという根

どのようなところに求められるというのであろうか？わ勧れがその代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

繍格＝繍値という命題は凋矢・のようにマルクス「資本謝で

ら生繭格へ衛形問題において麹されたものである。マ，レクスの

から関連する箇所を一つ引用すれば、①

　　　「諸商品の繍廊繍余価値を規制し、しかも、繍余価廊

潤・したがって搬的利灘の高さを規制する一搬法則として

諸動揺岐配するものとして一のであるから，　fiHi値法則姓産価

　するのである」

マノレクスが価値体系から生産価格体系への転形手続において形式白

酪あるいは繍余価値一綱潤を想定する耀式がっけ加えら旗
そして・このような想定は・上述の引用力・らもうかがい知ることのでき
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ものとして参照したセレブリヤーコフが、総価額＝総価値を分析の根底にすえ

たからといって、独占段階の物価運動の究明において、どのような積極的な面

を開拓しえたというのであろうか（セレブリヤー一コフの場合、そのいうところ

の総価額が、市場価格なのか、生産価格なのかはっきりしない。もし前者であ

るとすれば、いよいよもってその意味するところが不明確になるぼかりではな

く、論理的な正当性を欠いでいると非難されなけれぽならない）。

われわれからすれぽ、総価値＝総価額というテーゼのなかに、現実を押しこ

めるよりも、むしろ次のような現実そのものがきわめて重要であると考える。

歩なわち、アメリカの現実において、労働生産性が上昇し、われわれがさきに

かかげておいた式から判断されるかぎりにおいての単位当り価値が低下傾向に

あったにもかかわらず、価格が低落しようとはしないで、むしろわつかながら

上昇傾向にあったこと、さらにはそのような背離が、鉄鋼業などの基礎部門に

おいて（われわれのいう生産財部門において）大きいように思われること、そ

してこのことがまた、物価を総体的に高める一つの主要な動因をなしていると

・う点が、それである。もっと端的ないい方をすれぽ、技術革新、生産方法の

攻良にもとついて、生産費を低下しうる条件が存在しているにもかかわらず、

面格を引き下げようとはしない企業の行動、そして、それを支えようとする諸

政策の展開、これこそ戦後資本主i義の物価問題の焦点というべきものをなして

・るとともに、さらにこれを究めることによって、戦後資本主義の成長構造に

より強力な照明を与えることができると考えられる。

　このような問題に進む前に、価値法則との関連において、もう一点指摘して

おきたいことがある。マルクスにしたがえば、商品の価値は、それに投ぜられ

た社会的必要労働時間によって規定されるということであった。ここでいう社

会的必要労働時間とは、「現存の社会的、標準的な生産条件と労働の熟練及び

強度の社会的な平均とをもって、なんらかの使用価値を生産するための労働時

間である」と定義されているのは、周知の通りである。しかし、この社会的必

要労働時間は、また別の意味を含んでいるといわれている。すなわち、それ

ま、ある特定の財貨に対する特定の欲望を満たすに必要な労働時間という意味

である。ここでいう社会的欲望が、有効需要に照応していることはいうまでも

ないことであるから、生産的諸条件を与えられたものとしても、需要水準が

決まらなければ、価値は定まらないということになる。したがって、逆にいえ

ぽ、需要水準を所与とみなしたヒで始めて、オリチナルな価値規定が適用され

うるということである。

瓶

1
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　　以上のようなことは・すでに古くから・労働価直説をめぐる「技術謝

「消費説」の対立として浄われてきた・いまわ楠櫨、こ備争に立ち帰

　り、それを評価しようとするものではない。われわれが問題にしようとするの

　は、価値によって支配されるという生産価格についてである。生産価格は

　　　　　　　　　（・・P1＋・、wp2）（1＋・）＝＝P、

　　　　　　　　（c2P2＋a2wp2）（1＋・）－P2

wは、　労働力の再生産に入りこむ平均消費財（すなわち、実質賃金率）、rが

搬利潤率・P・・P・が・生産員オ・消費財の生産1醗である。P、、P，は、舳競

争段階においては・市場で需給にもとついて決められるものととら妨れるべ

きである・こうして確定する「市場価格」と醐との差、すなわち利潤が設

下資本に対応して均等に配分されるような力が、自由競争段階において作用す

ると考えられるべきなのである。②

　このような見地をもってすれば、従来の分析方式において、いろいろな問題

が発生してくる・「資本謝第3巻におし・て、利潤率の均等化という舳競争

段階における資本の論理の展開方式が論ぜられている。そこで、マルクスは、

まず、それぞれの有機的構成の相違する五部門を想定する。剰余価値率が同一

のものと仮定されているから、各部門の特定利潤率は、当然異なったものとな

る。この特定利潤率を平均することによって、算術的な意味での均等利潤率が

求められる・この特定利潤率から均等利1閏率が引き出され樋程については、

利潤率の低いところから高い部FHに資本が流れることによって、利名閏率の高し、

部門では価格が低下し、利潤率が引き下げられ、逆に利潤率の低位の部門から

資本が流出し・価格が上昇し・利潤率カミ高められること樋して、利潤率の均

等化がもたらされるといった糊がなされている。棟わ櫨、利解の均等

化が・暢における価格をパラメーターとして潰本の部門間の灘脚こもと

ついて貫いていくということについては、なんらの異議をさしはさもうとする

ものではない・問題は・価値体系と生産価格体系とを対置させ、そして総価値

＝ 総生産価格という視点から、前者から後者への転形作業をコソシステソトな

形式をもって完了させ、そのことにもとついて、生産価格体系は、価値体系に

もとついて質的緬においてだけではなく量的に槻制されるということ砺ぐ

そうとする構想そのものにある。

　さらにまた、市場の需給状況から独立して、生産価格が定まり、需給の変動

は、ただ市場価格を決定するにすぎないというようなとらえ方は、正当なもの

ではなし’・自鹸鍛階においてρま・生産価格そのものが諦場にお1ナる需給
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関係から離れて決められるとは考えられないからである。マルクスは・「資本

論」に先立って、次のようなことをいっている。③

　　「諸商品の市場価格及び市場利潤率は、これらの諸段階（景気の諸段階一

　引用者）にともなって、あるいはその平均以下にしずみ・あるいはそれ以上

　にのぼる。この周期全体について観察したならぽ、諸君は市場価格の一つの

　背離は、他の背離によってうめ合わされるということ、及びその周期を平均

　すれぽ諸商品の市場価格はその価値によって規制されることを発見されるで

　あろう」

ここでは、生産価格は、ただ少くとも一つの景気循環の全局面を経過した後

に、事後的にたしかめることのできる市場価格の趨勢値として位置づけられて

いるにすぎないことになる。さらに、「資本論」においても、同じようなこと

がいわれている。④　すなわち

　　「大なり小なりの一期間の全体を考察すれぽ、需要と供給とがたえず一致

　する。といっても、過ぎ去った運動の平均としてのみ、それらの矛盾のたえ

　ざる運動としてのみ一致する。かようにして、市場価値から背離する諸市場

　価格は、その平均数からみれぽ、市場価値に均等化される。というのは・市

　場価値からの諸背離はプラス及びマイナスとして止揚されるからである」

たしかに、資本主義は、好況と不況との交替を経過しながら成長してきた。し

かし、それぞれの景気循環をとって見ると、好況と不況の強さがいつも相殺し

合うような形をとっていたとはいいえないのである。したがって、価格の変動

様式においても、好況局面の上昇率と不況局面での下落率とがほ球同一であっ

たというケースの方が、まず少なかったようである。⑤このことを問わないと

しても、市場価格の変動から独立して、市場価値（したがって生産価格）が資

本にとって「実際的に重要性をもった」ものとして前もって決められるという

ようなことはありえないのである。

①K．マルクス；資本論、第3巻、長谷部文雄邦訳（青木書店版）4分冊・270頁。

②マルクスは、利潤率の均等化は、明らかに結果であって・出発点ではありえない
　といっているが（資本論第3巻、長谷部文雄邦訳4分冊・262頁）・結果とか出発点

　とかいったとらえ方ではなくて、あくまでも自由競争段階における資本の論理の貫

　徹様式として理解されるべきである。

③K．マルクス；賃金、価格、利潤（マルクス・エンゲルス選集11巻上・94頁）。

④K．マルクス；資本論第3巻、葺谷1敗雄づ三B訳4分冊・283～284頁。
⑤　ここに、周知のコンドラチェーフ波動のような「長期波動」がかみ合わされよう

　とする。
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騰貴率の全体の儲上昇に対する直舳婚与の度合いヵ1大きいものであ

とし’うことなどのなか醸現されている．セレブリヤーコフも諏してし

うに・基灘な資本財部門における管理価格の社会的な波及効果が詮体

は餓後の経過をよく表現しえているとし・えるであろう。

義暴徽潔雪巖畿織騰製ひク繍
みようとしている岡橋保教授は款のよう蹴半Uされてし、る．④

　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

　　ところで・さきの生産酪を示す式中における利灘（，）を旧標

の決定方式である・実証によれは・贈理儲は、投資に対して要求さ

標収益率にもとついて求められる禰を讃用に＿ク．ア。プするこ

ものと思われる・そして・現実の儲（市棚格）は、この管理的姓

から背反する・それに応じて獺された禾鋼率はその目標水準から蜘

証するように離に設定されてし・ること嚇かこそれが産業構造の畿翻

している資本財部門においていちぢるしいことに求められるべきではなし

考えてし’る・このことは・ア・リカ経済で蜘こよりも讃本財価格の騰

ヵ鞘費財価格におけるよりも・はるかに大きいものであつたという事実

あるし蝦入一産出高分析にもとつく言＋測によ楓鉄鋼備の平均を上
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配に腕、そ肋く内で独占は、髄の収綱実現していくのである」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「価値　　　　　醐価格の生産価格から・・背離はドー時醜ものであって・
〕こでは、

醒贈黒繍繍霧議驚轡ご塑総呈瓢欝劣

灘議畿二繰禦篇二各離鵬野欝L
を問わないとしても、わ肋れの分協式をもってしても・腸騨が旛

諜繋簾髪騰翠欝驚1搾繋ご寒現甥寵纏饗
化するに当って、貨幣的諸条件力1一定の役害蘇たすということは・1929～32

年の経験から判断しても汁分認められるべきことである・ただ・そのような

芸二霧諺臨警禦飛鰹？灘欝旛2ご娠
すべきかどうかについてぱ、㈱多くの説明を求めた上で・吟味し醐れぽな

ら孫搬享瓢うな批判的な角度から澗騨耐んで今日の

物価の下鞭灘を説財るための積麟な購醍示してy’る・
　　　「＿ウラソとの齢生産によって金の価値下落が購こなってきた・資

本蟻の停灘は浸の蹴する生産髄商品・）価値低腰因として作用す
　ることをはぽんでいる．このため金価値a）低下がかえって搬商品の価鱗

頁に反財る．この価値尺麟能の変イヒは・搬商品の価櫓こ一龍作用

　　し、その嚇姻定化させる。この物騰貴きま等価嫉のもとにおいても起

　　こりうるから、反落の契機を含ーまない」

このよう槻実把握を、その櫛触ところにおし・て究めうるだけの力をもっ

てはいない瓜肝の不明な点をカ・かげておくことにしよう・

　　第一に讃本議の麟性は、その轍する生灘蠣簾下要因として作
用するのを阻止するとあるが、これはいったし・どのようなこと臆味されてい

るのであろうか．舳辮段階であろうと独占段階であろうと・いつれにせよ

停滞そのものが註産性の轍をして価値低下に齢せしめないというのであ

ろうか？そのようなことは、厳の経験力・らしてありえないことである・とす

れば、鶴それは、鮎体の働こよる価格の鞘諏直化に照応するとL’
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一“　38　一（486・D　　第・巻第　号

　旗とになるのではなかろうかt2

③るfヅネッツ嫌を引用させてもらうと・アメリカで鰍のようになつてし、

1869－1878

1879－1888

1889－1898

1899－1908

1909－1918

1919－1928

1929－1938

1939－1948

1949－1953

消費財
　69．8

55．9

49．0

53．2

71．2

102．5

82．8

109．8

139．4

64．3

101．1

92．6

128．3

172．3

資本財／消費財

　77．4
　83。9
　84．5
　91．0

　90．4

　98．6
　111．8

　116．8

　123．6

　0．7

　7．7

△0．7



ρ

戦後資本主義の物価問題によせて〔1〕 （487）　－　39　一

灘蘇欝劉繍鷺懇ζ蕪鋤磁警灘
に概溺灘難：徽考盤辮属昭和3嘲降胤
は、次に示すようなものとなっている。

　　　　　　　消費財　　資本財

昭和30竿

　　31年

　　32年

　　33年

　　34年

　　35年

　　36年

　　37年

　　38年

101．8

98，6

99．6

95．6

94．9

95．5

94．7

93．5

85．9

96．1

98．7

105．3

105．5

105．2

106．6

108．0

107．5

104．2

資本財／消費財

　　94．4

　100．0

　105．7

　110．4

　110．9

　111．6

　114．0

　115．0
　　121．3

④（経済企画庁「週間物価動向」による）。
岡橘際「現代物価論の問題点」　（金融学会報告・XX集）67頁・

左の上昇率

5．9

5．7

4．4

0．5

0．6

2．2

0．9

’5．5
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